
横浜銀行におけるＦＭの実践

1.ファシリティマネジメント体制の構築

3.ＦＭシステム構築と活用
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各店の劣化状況を部位別に点数化 (100店満点)し、劣化
状況の定量評価により更新時期の検討が可能となった

設備別
劣化状況

劣化診断
⇒長期整備計画

設備台帳作成

建物ｶﾙﾃ作成

店舗ﾚｲｱｳﾄ
図作成

築年数･劣化度別の店舗分布

レイアウトや設備機器を調
査し、現況CAD図面を作成

設備機器を調査し、メーカー・年式・
設置年・設置場所をまとめた台帳を整備

建物の劣化状況をまとめたカルテを作成し
店舗の状態が容易に把握できるようになった

・
・
・

No. 中分類 名称 仕様 メーカー 摘要 数量 階 設置場所 設置年

1 受変電 高圧受配電盤 日東工業 1 RF 屋上 2007

2 低圧配電盤 日東工業 1 RF 屋上 2007

3 高圧変圧器 3相75kVA
日立産機

ｼｽﾃﾑ
1 RF 屋上 2007

ＦＭシステム
データベース

ファシリティデータの一元化
･土地・建物基本情報
･スペース情報
･建物設備台帳情報
･建物診断結果情報
･不具合対応情報
･コスト管理情報

総合企画部 企画
総合企画部 管財

ＦＭセンター

NTTファシリティーズ
本社

エネルギーデータ

活
用

帳
票
出
力

デ
ー
タ
入
手
・
分
析

☆長期整備計画作成

【築年数】

• 古い店舗は構造
体の更新が必要
な場合あり。

• 一方、築年数が浅
い店舗は設備メン
テにより建物の継
続利用が可能。

築40年
以上

築40年
未満

【劣化度】

• 劣化が著しい店
舗は一部修繕より
も建替等の抜本
的な対応が望ま
しい。

• 劣化が少ない店
舗は修繕によりコ
ストを抑えながら
改善も可能。

劣化大

劣化小

①

②

③

40年未満 ← 築年数 → 40年以上

大

←

劣
化
度

→

小

②

③

①

建替･移転を
含めた検討

中長期の計画的な修繕

（的確な優先順位付）

☆整備店舗の優先順位づけの検討

☆店舗の移転・整備方針の考え方整理

帳票
出力例

営業店FMカルテ

店舗群Ｂ

店舗群Ａ

良

悪

2.見える化

４.FMスタンダード制定

・体系化されていなかった管財業務の標準や規定・ノウハウをまとめ、「FMスタンダード」を策定
・各ラインの業務種別・フローに合わせた業務標準や店舗毎の仕様を定めたことで、

担当者間の業務品質のばらつきの防止、知識の共有化による業務品質の向上、効率化を合わせて実現
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長期整備計画(30年の整備コスト)

計画額総合計： 1 ,754 ,462 千円

5-3. 累積計画額内訳（全体）
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４.建物カルテ

　建　物　概　要  調査評価

建物名称

建物用途

所在地

竣工年

構造

階数

敷地面積

建築面積

延床面積

設計

建物管理会社

劣化状況写真

総合所見

著しく劣化が進行した状態 e 9～0

少し劣化が進行した状態 c 54～45

かなり劣化が進行した状態 d 44～10

健全な状態 a 100～70

ほぼ健全な状態 b 69～55

早急な修繕を要する部位が多い Ｃ 39～ 0

 部位別評価点の凡例

評価方針 劣化レベル 評価点

おおむね良好 Ａ 100～80

早急な修繕を要する部位がある Ｂ 79～40

換気扇　経年劣化 電気温水器　経年劣化 エスカレーター　経年劣化

総合評価点の凡例

評価方針 劣化レベル 評価点

総合
評価

建築

B 60

緊急を要する劣化は見られない。経過を観察しつつ、今後計画的に整備を行っていくことが望まれる。

電気
弱電機器は随時更新が施されている。その他の機器類は更新したものを除いて竣工時のものが使用されており、全般には経年による劣化は少し進んだ状態であ

る。

機械 空調機は更新されている。換気機器及び衛生器具は更新したものを除いて竣工時のものを使用しており、全般にはほぼ健全な状態である。

対象機器

なし

昇降機 d 44 エレベーター、エスカレーター共に竣工時のもので、経年による劣化が進んだ状態である。

39
受水槽・高架水槽・揚水ポンプは対象外である。衛生器具は更新されたものを除き、竣工時のものが使用されている。全般には経年による劣化が進んだ状態で

ある。高圧受電盤　ほぼ健全な状態 照明器具　経年劣化 空冷室外機　健全な状態

消火 -

対象機器

なし

自動制御 -
対象機器

なし

91 空調機は随時更新されている。全熱交換器は2013年に更新されており、全般には健全な状態である。

換気 b 58 換気機器は一部を除いて更新されているが、更新周期を超過した機器もある。全般にはほぼ健全な状態である。

袖看板　もらい錆 床ビニルタイル　ひび割れ 壁クロス　ひび割れ

機械
設備

空調 a

排煙 -

給排水

衛生設備 d

電気
設備

受変電 a

通信・

情報 c

発電・

静止電源 c

50 各弱電機器は、随時更新が施されている。端子盤類は竣工時のものと増設されたものが混在している。全般には経年による劣化は少し進んだ状態である。

防災 -
対象機器

なし

c 47 盤類は竣工時のものと増設されたものが混在している。照明器具は2011年にレフボに改修されている。全般には経年による劣化が少し進んだ状態である。

中央監視 -
対象機器

なし

50 1989年に設置されており、経年による劣化が少し進んだ状態である

電力

東急建設（株）
内部 b 59

内装仕上げは、ひび割れや剥がれ、破損等が各所に見られる。

顧客エリア：劣化レベルa～d 各所に経年なりの劣化が見られる。横浜振興（株）

1,825.38㎡

地下1階　地上8階　塔屋2階
外部建具 - -

－

70 受変電設備は2001年に更新しており、健全な状態である。

藤沢中央支店 部位 劣化レベル 評価点 劣化状況に関するコメント（所見）

事務所

建築

屋根･屋上 - -
藤沢市南藤沢22-1

昭和48年
外壁 - -

鉄骨鉄筋コンクリート造

－ 外構その

他 b 68 一部にもらい錆が見られる。

0

20

40

60

80

100
屋根･屋上

外壁

外部建具
外構その

他

内部
0

20

40

60

80

100
受変電

発電・

静止電源

電力

中央監視

通信・情報

防災

0

20

40

60

80

100
空調

換気

排煙

自動制御
給排水

衛生設備

消火

昇降機

調査対象なし

調査

対象

なし

調査対象なし

調査
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なし

調査対象なし

調査
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調査対象なし
調査
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なし

計画額総合計： 1 ,754 ,462 千円

5-3. 累積計画額内訳（全体）

建築

420,848千

円

電気設備

574,489千

円

衛生設備

71,385千

円

空調設備

282,863千

円

共通費

404,877千

円

 -

 50,000

 100,000

 150,000

 200,000

 250,000

 300,000

2015年
(H27)

2016年
(H28)

2017年
(H29)

2018年
(H30)

2019年
(H31)

2020年
(H32)

2021年
(H33)

2022年
(H34)

2023年
(H35)

2024年
(H36)

2025年
(H37)

2026年
(H38)

2027年
(H39)

2028年
(H40)

2029年
(H41)

2030年
(H42)

2031年
(H43)

2032年
(H44)

2033年
(H45)

2034年
(H46)

2035年
(H47)

2036年
(H48)

2037年
(H49)

2038年
(H50)

2039年
(H51)

2040年
(H52)

2041年
(H53)

2042年
(H54)

2043年
(H55)

2044年
(H56)

建築 電気設備 衛生設備 空調設備 共通費（千円）

 -

 200,000

 400,000

 600,000

 800,000

 1,000,000

 1,200,000

 1,400,000

 1,600,000

 1,800,000

 2,000,000

2015年

(H27)

2016年

(H28)

2017年

(H29)

2018年

(H30)

2019年

(H31)

2020年

(H32)

2021年

(H33)

2022年

(H34)

2023年

(H35)

2024年

(H36)

2025年

(H37)

2026年

(H38)

2027年

(H39)

2028年

(H40)

2029年

(H41)

2030年

(H42)

2031年

(H43)

2032年

(H44)

2033年

(H45)

2034年

(H46)

2035年

(H47)

2036年

(H48)

2037年

(H49)

2038年

(H50)

2039年

(H51)

2040年

(H52)

2041年

(H53)

2042年

(H54)

2043年

(H55)

2044年

(H56)

建築 電気設備 衛生設備 空調設備 共通費（千円）

建具詳細図

第５改訂内容

No. 章節

1
Ⅲ-2
[2-6]

2
Ⅲ-2
[2-7]

3
Ⅲ-2
[2-8]

4
Ⅲ-2
[2-9]

5
Ⅲ-2

[2-10]

改訂内容

不動産業務ワークフロー(土地・建物の借入)追加

不動産業務ワークフロー(土地・建物の解約・一部解約)追加

入居(検討)申込書(例)追加

解約通知書追加

解約合意書追加

改定状況

・
・
・

年に1度、統括・建築・動産・不動産のスタンダードの確認や読合せなどを通じ、現
況にあった内容に改訂もしくは、あらたなツールをつくっている。

営業店照会マニュアル

NO スタンダード 内容

① ファシリティ企画 経営方針、経営戦略、ブランド戦略など参照すべき基準と基本的考え方

② 不動産渉外 不動産の取得、賃借、賃貸などの対応方針および交渉上の留意事項

③ 設計
配置計画、営業室・ロビーなどのレイアウトの区分、
防火・防災計画などの設計上の基準

④ 工事委託
設計工事監理委託、請負工事に対する当行の方針およびルール
品質の確保、コスト最適化など、重視すべきポイント

⑤ 維持管理 維持管理上の必要仕様、品質・費用の適正化

⑥ スペース有効活用 遊休スペース活用の考え方、外部賃貸に関する方針や留意事項

⑦ 災害・緊急対応 非常時の優先順位、事故・トラブルの対応フロー

⑧ 劣化診断・整備計画 劣化診断の項目、診断方法や判定の基準、整備計画策定の基本方針

スタンダード内容

場所ごとの建具の詳細図を作成すること
でチェック時間を短縮を実現した。

日常の細々した照会事項をＦＡＱ形式でまとめ、照会時
の対応時間短縮と回答精度を向上させた。

経営方針・中期経営計画

不動産取得
賃貸借契約

設計
建築工事

レイアウト
什器・備品

FMセンター(NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ)
FM戦略素地整備
施策立案
予算計画・管理

総合企画部

営業店毎に緊急駆付会社を選定

事務ｻｰﾋﾞｽ部

・
・
・

関連部

ICT推進部

リスク管理部

人財部

地域戦略部

NW企画G

ビルオーナー

商業施設

鉄道会社

地方自治体

・・・

個人オーナー

・
・
・

協力会社

○○建設

○○設備

○○警備

契約

連携

対応

要望

NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ本社

エリア担当制

店舗
企画

管財

FM戦略方針策定店舗チャネル戦略
店舗あり方創造

連携

方針提示
技術的知見による

アウトプット

データ分析／銀行出向者人財育成支援

発注

銀行出向者
NTTF社員
混合の組織体制

統括
MＧ

建築
Ｇ

動産
Ｇ

不動
産Ｇ

有人店舗 200ヶ店
無人出張所 419ヶ店

営業店

東部地域

中部地域

西部地域

南部地域

川崎地域

東京・県外地区

本店地区
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6.建物点検による建物リスクの早期把握

・建物の劣化診断は5年サイクルで専門業者により実施。その間の劣化進行を把握するツールとして、
建物点検マニュアルを策定し、FMセンターの人員が定期に建物点検を実施

・緊急修繕はＦＭシステムで受付を行い、不具合データを一元管理、傾向把握や進捗把握に活用

7.中長期整備計画の実施による建物性能の向上

※2018年度改修計画を含む

・中長期整備計画に基づく大規模改修の実施により、各部位・設備ともに建物劣化評価点は大幅に改善
特に、受変電設備、屋上・外壁、昇降設備、空調設備に関しては、2014年度比で10ポイント以上改善

・評価点の上昇に伴い、不具合件数は減少。特に大雨時等の外壁の漏水については、ＦＭ導入前に比べ大幅に減少

2014年度 2018年度

8.FMサイクルの実践
Ｐ（Plan）：統括ＭＧが管財業務全般の施策・予算の計画立案し管理する
Ｄ（Do）：建築Ｇ、動産Ｇ、不動産Ｇが計画に基づきプロジェクトや工事を着実に実施
Ｃ（Check）：管財Ｇが、ＳＬＡ等で適宜チェック
Ａ（Action）：管財Ｇや統括ＭＧ担当が定例会議で改善に向けたアクションプランを検証

計画(Plan)

財務状況確認/方針決定

予算計画立案・管理

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト(D

o
)

銀
行
他
部
門

と
の
連
携
・
調
整

技
術
的
知
見
を

活
用
し
た
管
理

確認(Check)

スタンダードによる確認

SLAによる達成度確認

改
善(A

c
tio

n
)

課
題
管
理
表

統
括
Ｍ
Ｇ
に
よ
る

定
例
会
議

横浜銀行 総合企画部

ＦＭセンター

P

D

C

A

全
体
最
適
化

調整・確認

経費
約61％

低減

経費
約58％

低減

経費
約26％

低減

物件の特性を加味し整備計画を策定、さらにOHRの改善に寄与するためコストコントロールを実現
営業店舗：各設備に優先順位、重要度を3段階で設定。加えて劣化状況を考慮し、「選択と集中」投資を実現
大型物件：部位・設備単位でリスク分析、工事手法や時期を見直し「コスト平準化」を実現

※OHR: 経費率（Over Head Ratio）は、経費の粗利益に対する比率を表し、銀行の業務の効率性を示す指標の一つ

ランクＡ ランクＢ ランクＣ

店舗ごとに工事金額を検証

大型物件の工事金額を検証

5.財務的側面からの経営貢献

横浜銀行におけるＦＭの実践

キャッシュベース 物件費ベース
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TV 衛生器具 内装 地下ピット

2,554.3Ｍ

2,332.0Ｍ 4,579.3Ｍ

6,288Ｍ

19,511Ｍ

計

各中計期間のみ 累計

335.2Ｍ 335.2Ｍ

713.9Ｍ 926.9Ｍ

2018 2018 2018

劣化
診断

整備計
画策定

実施

5年サイクル

建物点検

整備計
画策定

･･･

劣化
診断

･･･

劣化診断実施
までの間の建物
リスクを把握

１年目 ２年目

＜営業店建物点検マニュアル＞

＜劣化診断と建物点検の位置づけ＞

＜360度カメラの採用＞

不具合事象の
傾向把握

修繕対応状況
の管理

自動機サー
ビスセンター
（ATM）

各営業店

テナント等
不具合データの一元管理

修繕
依頼

FMセンター
ＦＭシステムデータベース

＜緊急不具合受付＞

2014年度と2018年度の劣化評価点数の比較 不具合・漏水対応件数の推移（2014～2017年度）

大雨時の漏水対応件数不具合受付件数

漏
水
件
数

80
％
減

不具合件数
25％減



9.ESG経営に向けた取り組み

11.地域活性化につながる店舗づくり

10.東日本銀行との経営統合に伴う統合店舗の出店

12.お客さまのご意見に対する対応

・本店ビルでは脱炭素化をすすめるための取組みを設備の老朽化対応に合わせて改修をエコ仕様とし、
運用手法をチューニングすることで、ビルの脱炭素化を実施

・2017年9月には国内金融機関では初めてLEED-EBOMを認証取得
・空調更改やＬＥＤ導入等により省エネについて積極的に取り組んできた成果として、
「関東地区電気使用合理化委員会 優秀賞」の受賞（2018年2月）

・2016年4月に東日本銀行と経営統合し、約２年間で新たなコンセプトによる営業拠点を６拠点出店
・PBO（プライベートバンクオフィス）として、窓口をおかない営業拠点を設けるなど、

市場規模や地域特性に合わせ、出店形態を戦略的に選択

箱根湯本支店（外観写真） 竣工：2017年3月

箱根町の展示パネル

箱根湯本支店を取り巻く環境

人口減少

個人取引 縮小傾向

外 部 環 境

内 部 要 因

県西地域活性化プロジェクトの始動、
ＪＴＢ提携協定締結など

地域活性化に向けた当行の取り組み状況

箱根湯本支店の役割

行政や企業、住民や各団体などと協力し、問題解決型営業
への取り組みを通じて地域社会の維持・発展に貢献する

地域活性化の
取り組み

法人貸出 増加傾向

高齢化 観光客増加

関連会社 外部専門家本部

箱根湯本支店

密に連携

積極的に活用

小田原支店

特産品の採用(小田原市)

特産品（地酒）の展示

箱根町

横浜銀行 貸主

地域発展に
協力・理解

地方創生
に向けた

支援

賃貸借契約

■お客さまご意見メモの項目別集計結果

４つの事項 主な内容

内装・備品類
椅子・ソファの変更、清掃等(30件)、カウンター・ＡＴ
Ｍ周りに荷物置き場の設置(20件) 等

駐車場・
駐輪場

駐車場・駐輪場の確保(60件)、違法駐車・駐輪の
取り締まり(6件)、駐車場の距離(4件)等

サイン

駐車場・駐輪場の案内図、店舗の窓口、窓口案内
時間、
駐車場の利用可能時間などを含めた案内図の作成
等

ユニバーサル
デザイン

エレベータの設置(14件)、キッズスペースの確保(5件)、
トイレの多機能化(5件)、段差の解消(4件)等

４つの事項の具体的内容

・お客さまからのご意見を本部に集約。ファシリティに関するご意見や要望に関しては、FMセンターにて
実現可否、営業への影響等から優先順位を設け、お客さまの要望に対して着実に対応

・お客さまからのご意見に対する対応済件数（2015.10～2018.3）：72件 + お褒めの言葉：19件

横浜銀行におけるＦＭの実践

吉祥寺

八幡山

池袋PBO

錦糸町

立川

成城

【八幡山支店】
2018.6 OPEN

【吉祥寺支店】
2016.11 OPEN

【錦糸町支店】
2018.5 OPEN

PBO(プライベートバンクオフィス)

訪問活動による個人のお客
さまへの相談・提案などのため
に事務処理等をおこなう拠
点。

【立川支店】
2016.6 OPEN

【成城支店】
2017.11 OPEN

【池袋PBO】
2017.10 OPEN

③サイン関連
：60件（約13％）
④ユニバーサルデザイン
：54件（約12％）

①内装、備品
：128件（約29％）
②駐車場、駐輪場
：95件（約21％）

内装・備品, 

128

駐車場・駐輪

場, 95
サイン, 60

ユニバーサルデ

ザイン, 54

その他, 29

建築, 24

機械, 23

貸金庫, 15
電気, 9

建築・機械, 7 維持管理, 4

・箱根エリアではインバウンドの増加が予想され、新店舗では店内ATMコーナーに箱根湯本駅周辺の観光名所を
多言語で案内する「箱根ガイドマップ」を設置するほか、外国人のお客さまへご案内がスムーズにできるように
音声翻訳や観光案内のアプリが利用できるタブレットを設置

・店舗も外観を箱根町の伝統工芸品である寄木細工風にし、小田原提灯を飾るなど観光色を前面に打ち出した
デザインとしている


